
北九州市サーキュラーエコノミー基盤形成促進事業費補助金交付要綱 

 

 （通則） 

第１条 北九州市サーキュラーエコノミー基盤形成促進事業費補助金（以下｢補助金｣とい

う。）の交付については、北九州市補助金等交付規則（昭和４１年北九州市規則第２７号。

以下「交付規則」という。） の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

 （交付の目的） 

第２条 この補助金は、産業廃棄物の再生利用や減量に寄与する効果が大きいと認められる

設備の導入やその前段階としての技術的検討及び市場・経済性等の調査研究（ＦＳ調査）

に要する経費の一部を補助することにより、サーキュラーエコノミー推進のための基盤

形成を図ることを目的とする。 

 

 （補助事業者） 

第３条 市長は、次の各号のいずれにも該当する者のうち、必要かつ適当と認める者（以下

「補助事業者」という。）に対して予算の範囲内で補助金を交付するものとする。 

（１） 市内で補助対象となる設備を導入し、その設備を用いて事業を行おうとするもので

あること。 

（２） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１４条第５項

第２号イからへまでの各規定に該当しないこと。 

（３） 市税を滞納していないこと。 

（４） 事業を安定かつ継続して実施できる見込みがあること。 

 

 （補助事業） 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表 1 に定

めるところによるほか、次に掲げる要件すべてを備えるものとする。 

（１）産業廃棄物の再生利用や減量に寄与する効果が大きいものであること。 

（２）目的を同じにする北九州市及び北九州市から出資を受けている団体が実施する事業

の補助制度の対象でないこと。 

 

 （補助対象経費） 

第５条 この補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の区分、補

助対象経費の内容、補助率及び補助金の上限額は、別表２のとおりとする。 

 

 （計画書の提出） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする者は、事業計画書及び市長が必要と認める書類

を別に定める日までに、市長に提出しなければならない。 

 



 （補助金の交付の内示） 

第７条 市長は、前条の規定に基づく事業計画書が提出されたときは、当該計画書を審査す

るとともに、必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、

補助金額の内示を行うものとする。 

２ 市長は、前項の場合において必要があるときは、当該事業計画に係る事項につき修正を

加えて補助金額の内示をすることができる。 

３ 市長は、第１項及び第２項の内示をするに当たっては、別に定める審査委員会の意見を

聴くものとする。 

４ 審査委員会は、必要に応じて事業計画書に係る調査を行い、当該計画書を提出した者に

説明を求めることができる。 

 

 （補助金の交付申請） 

第８条 第７条の規定による補助金の交付の内示を受けた事業者は、補助金交付申請書に市

長が定める書類を添え、市長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の補助金の申請に当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除

できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による

地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消

費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請

時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 

 （補助金の交付決定） 

第９条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当

と認めたときは、交付決定を行い、補助金交付決定通知書を補助事業者に通知するもの

とする。 

２ 市長は、前条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に

係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うものとする。 

３ 市長は、第１項の通知に際して必要な条件を付することができる。 

 

 （申請の取下げ） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合において、交付の決定の内

容又はこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようと

するときは、当該通知を受けた日から１５日以内にその旨を記載した書面を市長に提出

しなければならない。 

 

 （補助事業の変更の承認） 

第１１条 補助事業者は、次の各号に該当する場合には、あらかじめ変更承認申請書または



中止（廃止）承認申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１） 補助事業の経費の配分または内容を変更するとき 

 ア 補助事業の内容を著しく変更する場合 

 イ 各区分における補助事業に要する経費又は補助金を２０％を超えて変更する場合 

 ウ 補助金申請額の合計を変更する場合（２０％以内の減額を除く） 

（２） 補助事業の全部もしくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は、前項の変更等の承認に当たっては必要に応じて条件を付し、または申請内容

を変更して承認することができる。 

 

 （補助事業遅延等の報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに事故報告書を市長に

提出し、その指示を受けなければならない。 

 

 （実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了（補助事業の廃止の承認を受けた場合を含む。）

したときは、その完了した日から２０日以内に補助事業実績報告書を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額

が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

 （補助金の額の確定等） 

第１４条 市長は、前条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に

応じて現地調査を行い、当該報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内

容(第１１条に基づく承認をした場合には、その承認された内容)及びこれに付した条件

に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定通知書により

補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令がなされた日から２０日を超えない範囲で定める

ものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１５条 補助金は市長が特に必要と認めた場合に限り概算払できるものとする。 

２ 前項の概算払を受けようとする場合は、概算払請求書を市長に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１６条 市長は、第１１条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる



場合には、第９条の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することがで

きる。 

（１） 補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく市長の処分若しくは

指示に違反した場合 

（２） 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３） 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 

（４） 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部若しくは一部を継続する

必要がなくなった場合又は補助事業者の責に帰すべきではない事情により補助事業の

遂行ができない場合 

２ 市長は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金

が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 第２項の補助金の返還については、第１４条第３項の規定を準用する。 

 

 （消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１７条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、報告書により速やかに市長に報告しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返

還を命ずるものとする。 

３ 前項の消費税等仕入控除税額の返還については、第１４条第３項の規定を準用する。 

 

 （財産の管理等） 

第１８条 補助事業者は、補助事業が完了した後も、補助事業により取得し、又は効用の増

加した財産（以下「取得財産等」という。）を善良な管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳を備え、管理しなければなら

ない。 

 

 （財産の処分の制限） 

第１９条 取得財産等のうち、交付規則第２２条の５の規定に基づき処分を制限する財産は、

取得価格又は効用の増加価格が単価５０万円以上の機械、器具、備品その他の財産とす

る。 

２ 交付規則第２２条第１項ただし書の規定に基づき市長が定める期間は、「減価償却資産

の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日付け大蔵省令第１５号）に定めると

おりとする。 

３ 補助事業者は、前項に規定する期間中において、処分を制限された取得財産等を処分し

ようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書を市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。ただし、取得財産等の処分が次の各号に該当する処分であるときは、



財産処分報告書により市長に報告するものとし、当該報告書が所定の要件を具備してい

ると認められるときは、当該報告書の提出をもって市長の承認があったものとみなす。 

（１） 災害又は火災により使用できなくなった施設の取壊し又は廃棄 

（２） 立地上又は構造上危険な状態にある施設の取壊し又は廃棄 

４ 市長は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込ま

れるときは、その収入の全部又は一部を市に納付させるものとする。ただし、取得財産

等の処分が次の各号に該当する処分であるときは、納付を要しない。 

（１） 災害又は火災により使用できなくなった施設の取壊し又は廃棄 

（２） 立地上又は構造上危険な状態にある施設の取壊し又は廃棄 

（３） 補助事業者の責めに帰さない事情によりやむを得ず行う取壊し又は廃棄（相当の補

償を得ている場合を除く。） 

５ 前項に規定する取得財産等の処分に係る納付額は、別に定める場合を除き、処分する部

分の残存価額に対する補助金相当額とする。この場合において、適正な対価でなされる

有償による処分については、処分する部分の残存価額に対する補助金相当額を上限とし、

当該部分の処分により発生する収益のうちの補助金相当額とする。 

 

 （補助事業の経理等） 

第２０条 補助事業者は、補助事業に係る経費について、帳簿及び全ての証拠書類を備え、

他の経費と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければな

らない。 

 

 （経過報告） 

第２１条 市長は、必要に応じて、補助事業者に事業経過報告書に係る資料の提出を求め、

現地調査をすることができる。 

 

（諸様式） 

第２２条 この要綱に関する様式は、別表３に定めるとおりとする。ただし、別表３に定

める様式によりがたい特別の理由があるときは、当該様式を適宜補正することができる。 

 

(電子情報処理組織による申請等) 

第２３条 第６条及び第８条の規定にかかわらず、電子情報処理組織(市の機関等の使用に

係る電子計算機と申請等をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。)を使用して申請を行わせることができる。 

２ 前項の規定により行われた申請等については、当該申請等を書面等により行うものと

して規定した第６条及び第８条に規定する書面等により行われたものとみなす。 

３ 第１項の規定により行われた申請等は、同項の市の機関等の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に当該市の機関等に到達したものとみなす。 

４ 第１項の場合において、押印または署名等をすることとしているものについては、氏



名又は名称を明らかにする措置であって各号のいずれかに該当するものをもって当該署

名等に代えさせることができる。  

（１）電子証明書による電子署名が付されたもの（マイナンバーカードや商業登記電子証

明書など） 

（２）申請者から届け出があった電子メールアドレスから送信されたもの 

（３）ＧビズＩＤによる認証を経たもの  

 

 （その他） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、環境局長が

別に定める。 

 

 

付則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第４条関係） 

 

事業の区分 補助対象事業 

設備導入事業 次の要件をすべて満たす設備導入事業 

（１）産業廃棄物の再生利用や減量につながる設備を導入し、活

用するものであること 

（２）設備の導入完了後、速やかに事業化できるものであること 

調査研究事業 

（ＦＳ調査） 

次の要件をすべて満たす調査・研究事業（大学又は研究機関等と

の連携により行う場合も含む） 

（１）産業廃棄物の再生利用や減量につながる設備導入等の前

段階としての技術的検討及び市場・経済性等の調査研究で

あること 

（２）調査研究終了後、速やかに設備導入の検討ができるもので

あること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２（第５条関係） 

 

補助対象経費の区分 補助対象経費の内容 補助率 補助金の上限 

設備導入事業 

構築物費 構築物（補助対象事業を実施する

のに必要不可欠な設備および当該

設備の一部となる、または当該設

備と一体で使用することが不可欠

な構築物に限る。以下同じ）の建

造、改良、購入に要する経費 

１／２ 

以内 

補助金額 

１，０００ 

万円を上限 

機械装置費 機械装置の購入、据付、改良に要す

る経費 

工具器具費 工具器具の購入、据付、改良に要す

る経費 

付帯工事費 構築物の設置等に付帯して必要な

最小限の工事に要する経費 

その他経費 構築物の設置等に直接必要な調

査、試験、設計等に要する必要最小

限の経費のうち、特に市長が必要

と認めるもの 

調査研究事業 

（ＦＳ調査） 

謝金、旅費、原材料費、外注加工費、

機械装置等費、共同研究費、分析等

費、その他市長が必要かつ適当と

認める経費 

２／３ 

以内 

補助金額 

２００ 

万円を上限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表３（第２２条関係） 

 

書式名 様式 条文 

事業計画書 様 式 第 １ 号 第 ６ 条 

補助金交付申請書 様 式 第 ２ 号 第 ８ 条 

補助金交付決定通知書 様 式 第 ３ 号 第 ９ 条 

変更承認申請書 様 式 第 ４ 号 第１１条 

中止（廃止）承認申請書 様 式 第 ５ 号 第１１条 

事故報告書 様 式 第 ６ 号 第１２条 

補助事業実績報告書 様 式 第 ７ 号 第１３条 

補助金確定通知書 様 式 第 ８ 号 第１４条 

精算（概算）払請求書 様 式 第 ９ 号 第１５条 

消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書 様式第１０号 第１７条 

取得財産等管理台帳 様式第１１号 第１８条 

財産処分承認申請書 様式第１２号 第１９条 

財産処分報告書 様式第１３号 第１９条 

事業経過報告書 様式第１４号 第２１条 

 

 

 


